
 

宅地防災等に関する協定書 

 

神奈川県（以下「県」という。）と一般社団法人地盤品質判定士会（以下「判定士会」という。）

は、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、宅地防災について県及び判定士会が連携及び協力をすることにより、災害に

強い安全で安心なまちづくりの発展に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定における用語の定義は次のとおりとする。 

(1) 宅地防災 宅地地盤を災害から守ることをいう。 

(2) 予防対策 平時における宅地防災に資する対策をいう。 

(3) 復旧対策 大規模な地震及び風水害等の災害発生時における対策をいう。 

 

（連携及び協力事項） 

第３条 県及び判定士会は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事項を連携及び協力して実

施する。 

(1) 予防対策 

ア 県民向けの宅地地盤の相談に関すること 

イ  宅地防災に関する普及啓発に関すること 

(2) 復旧対策 

ア 災害発生時における宅地地盤の相談に関すること 

イ  災害発生時における宅地地盤の復旧に関すること 

(3) その他、両者合意の上、第１条の目的達成に必要と認めること 

２ 県及び判定士会は、県内市町村による前項第１号及び第２号の取組に協力する。 

３ 前２項に定める事項を効果的に実施するため、県及び判定士会は当該事項の実施について協議

を行い、具体的な実施事項について、両者合意の上、実施できるように調整を行う。 

 

（連絡責任者） 

第４条 前条の連携及び協力事項を確実かつ円滑に実施するため、県及び判定士会は、書面により

連絡責任者を定めるものとする。 

２ 連絡責任者に変更等が生じた場合は、県及び判定士会は、相手方に対して書面により速やかに

報告を行うものとする。 

 

（協力要請） 

第５条 県が判定士会に対して協力を求める必要があると認めたときは、文書により、判定士会に

協力を要請するものとする。 

ただし、緊急を要する場合は電話等をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 

２ 前項について、県が、第３条第２項に定める市町村への協力を判定士会に要請するときは、あ

らかじめ当該市町村から協力依頼を文書で徴するものとする。 

 

（経費の負担等） 

第６条 前条の規定により、判定士会が県の要請する協力を行う場合は、速やかに協力に要する人

員、設備、機器及び県が負担する費用について協議を行い、両者合意の上定めるものとする。 

 

参考資料 



 

（責任及び損害の負担） 

第７条 第３条第１項各号に定める事項の実施に伴い第三者との間に紛争が発生した場合は、県及

び判定士会が各々実施したものについては実施者側の責任において処理するものとし、共同で実

施したものについては紛争の内容等を勘案し、相互に協議の上誠意をもって処理するものとする。

なお、判定士会の業務に故意又は重過失が認められない場合、判定士会は責任を負わない。 

２ 第３条第１項各号に定める事項の実施に伴い、県及び判定士会の責に帰さない理由により第三

者に損害が生じた場合、または判定士会の技術者等に損害が生じた場合は、その損害の発生後遅

滞無くその状況等を文書により相手方に報告するとともに、県及び判定士会が協議の上その対

応を定めるものとする。 

 

（情報保護） 

第８条 県及び判定士会は、この協定に基づく事業の実施に当たり、相手方から知り得た秘密情報

（公知の情報を除く。）を他に漏らしてはならず、又はこの協定の目的外に利用してはならない。 

ただし、事前に相手方の書面による承諾を得た場合又は法令により開示を求められた場合は、

この限りでない。 

２ 前項の規定は、この協定の終了後においても効力を有する。 

 

（協定期間） 

第９条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から令和９年３月３１日までとする。 

ただし、この協定の有効期間満了の日の１か月前までに県又は判定士会のいずれからも書面に

よる終了の意思表示がない場合には、この協定の有効期間を当該満了の日の翌日から起算して１

年間延長するものとし、以後も同様とする。 

 

（協定の変更及び解除） 

第１０条 県又は判定士会のいずれかがこの協定の変更又は解除を申し出たときは、その都度両者

協議の上、この協定の変更又は解除を行うものとする。 

 

（市町村の取組に関する扱い） 

第１１条 第３条第２項の実施にあたっては、第４条、第６条から第８条の規定は適用せず、当該

条文に相当する規定を判定士会は市町村と協議して別に定めるものとする。 

 

（疑義の協議） 

第１２条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じたときは、両者協議して定め

るものとする。 

 

 

この協定の証として、本書２通作成し、両者記名押印の上、各自その１通を保有する。 

 

令和７年９月２２日 

 

   横浜市中区日本大通１ 

    神奈川県知事 黒岩 祐治 

 

   東京都文京区千石４丁目３８番２号 

一般社団法人地盤品質判定士会 

理事長 北誥 昌樹 


